
 

  法定外税の検討の背景   

 
 
 ● 本県の人口は、人口減少・少子化が急速に進み、行政サービスの財源である税の主要な担い手である生産年齢人口（１５歳以上

６５歳未満）の大幅な減少など、社会経済活動への影響が懸念されている。 

 

 ● 令和２年には高齢化率が３０％を超え、全国よりも早く高齢化が進展するとともに、７５歳以上の後期高齢者が高齢者全体の５０％

以上となっており、医療・介護等の社会保障関係経費の大幅な増加が見込まれる。 

 

 ● 進学や就職のため、大学・企業等が数多く立地する東京圏（東京都・神奈川県/千葉県・埼玉県）等の大都市圏へ転出することによ

り、県内で子育てを行う若年層が少なくなり、少子化に歯止めがかからないという負の連鎖が続いている。 

 

 ● こうした中、本県の歳入総額における県税等の自主財源比率は、近年３９％から４３％程度と全国的にも低い水準で推移しており、

特に歳入総額の２０％を占める県税については、人口一人当たりの税収額を見ると、全国平均を１００とした場合、地方税計では本県

は９２．４％、法人関係二税（法人県民税及び法人事業税）では本県は９２．９％と乖離している。 

 

   このような厳しい状況下にあるとはいえ、「県民一人ひとりが豊かさを実感できるやまなし」の実現に向けた施策・事業等をスピー

ディーに実行するとともに、持続可能な行財政運営を図っていくためには、自主財源の確保に積極的に取り組んでいく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 
32.2 33.0

34.9 35.6
36.9

46.5 46.9 47.9 48.1
49.4 50.5 51.6

52.9
55.2

57.0
58.5 57.7

56.2

53.1

48.9

45.4

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

T9 S1 S5 S10 S15 S22 S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

山梨県の生産年齢人口の推移
（15～64歳）万人

資料１ 

出典：国勢調査 出典：国勢調査（2020 年） 
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